
【鳴門市行政評価】

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)

人件費
正規職員(7,133千円/人) 臨時職員(2,043千円/人) 総人件費 総事業費

0.5 0.0 3,567 65,315

61,748

繰越額 0 0 0 0 0 0

決算額 14,019 7,009 0 0 40,720

0 0 0

全体予算額 14,019 7,009 0 0 41,206 62,234

62,234

補正予算額 △ 5,172 △ 2,587 0 0 7,759 0

その他特定財源 一般財源 事業費計

平成28年度

当初予算額 19,191 9,596 0 0 33,447

財源内訳

年　度 区分 国 県 地方債

繰越予算額 0 0 0

％

今年度の進捗状況 計画どおり 事業全体の進捗状況 ほぼ計画どおり

（千円）

目標達成率(実績/目標) 103.5 － － －

100 人

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

相談支援・地域活動支援センター事業延
べ利用者数

11,702 12,415 － － － 件

2
地域活動支援センター利用者数（実人
数）

101 84 90 95

単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 相談支援事業委託事業者数 3 3 3 3 3 箇所

指標名 27年度実績 28年度実績 29年度目標 30年度目標 31年度目標

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

28年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
ているのか

　障害者手帳交付時に事業案内冊子配布の他、広報なると、市公式ウェブサイト掲載
等、周知を行なうとともに、障がい者団体及び関係機関等への事業説明を実施し、新
規事業を開始した。

事業実施手法

31年度 単位

相談支援・地域活動支援センター事業
延べ利用者数

11,000 12,000 12,500 13,000 13,000 件

事業
計画

28年度に何を
計画していたか

　従来の事業継続に加え、視覚障がい者等文字等の読み書きが困難な障がい者に意
思疎通を支援する代読・代筆者派遣事業、人工内耳装用者への音声信号処理装置
購入費助成事業及び周囲の人から支援を得やすくするために有効なヘルプカード交
付を開始する。

成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 27年度 28年度 29年度 30年度

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

　市内に住所を有する障がい者（児）

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

　日常生活に関する相談や社会参加のための支援など、障がい者（児）を対象とした
障がい福祉サービスの充実を図ることにより、地域社会における共生の実現をめざ
す。

年度
　　　(小項目) 障がい者福祉

施策 5 障がい者福祉の推進 終
期基本事業 1

政策(中項目) 1 ひとにやさしく健康で安らげるまち　なると

事業
期間

開
始

18

社会参加の促進

総合計画体系 根拠法令
計画など

障害者総合支援法
基本政策(大項目) 2 ずっと笑顔で生きがい感じるまちづくり

平成29年度事務事業評価シート（28年度実績）
67

事務事業名 地域生活支援事業
担当
部署

健康福祉部　社会福祉課

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

↓今後の方向性を踏まえた上で、以下の欄に記入してください。

実施内容

H29年度

　事業内容の継続実施に加え、判断能力の不十分な障がい者の権利擁護、権利侵害防
止、または障がい者虐待事例への対応等について弁護士による法的助言を得る権利擁
護支援事業を開始する。

H30年度

　継続実施。

今後の方向性 1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充 4

③総合的な評価 A 　障がい者団体及び関係機関と連携することにより障がい
特性に応じた事業の開始等、効果的に推進できた。

課題

〇 発達障害・高次脳機能障害・難病など、新たに障がいと認定された分野の障がい支援策への対応。
〇 障害者差別解消法施行に伴う一般企業や地域社会への理解促進に向けた啓発活動及び障がい者の権利擁護
支援。
〇 障がい者自身が障がいの種別や程度によらず、協働して活動できる機会の創出。

②成果に対
する評価

指標名 相談支援・地域活動支援センター事業延べ利用者数

　創作活動や社会交流等の支援及び、障がい福祉サービ
ス利用を始めとする障がい者への相談事業として必要不
可欠である。

目標 12,000 件

実績 12,415 件

評価 A:目標を達成できた

①活動に対
する評価

有効性 A:有効性があった
　障がい者のニーズを踏まえ、地域資源を活用して、対象
者一人ひとりの状況に合わせた支援につなっがている。

効率性 A:効率的だった
　専門的知識・経験を有した事業所支援者により、対象者
のニーズに応じた相談支援、サービス提供が実施できて
いる。

評価項目 評価値 所見欄

総事業費 61,207 65,315 67,313 67,313 67,313

人件費 3,430 3,567 3,567 3,567 3,567

61,748 63,746 63,746 63,746

うち一般財源 35,525 40,720 35,455 35,455 35,455

【事務事業名：地域生活支援事業】

事業費推移

年　　度 27年度決算 28年度決算 29年度 30年度 31年度

事業費 57,777


